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要       旨 

１ 背景 

第23期の土木工学・建築学委員会の活動方針を議論する中で、インフラ健全化

システム分科会が新規設置分科会の候補となった。巨大地震、気候変動等による

災害が激甚化するなかで次世代に続くインフラシステムの構築が喫緊の課題と

なっている。ハードだけではなくソフトとハードの統合化技術によるイノベー

ション、アジア諸国等へのインフラ技術の海外展開等、インフラ健全化システム

に関して推進すべきことは多い。 

このような現状に鑑み、適切な対策によりインフラの健全性を維持し、予防保

全・長寿命化を図ることにより、次世代に続くインフラ健全化システムを構築す

ることを目的として分科会が設置された。 

激甚化する気候変動の影響を考えること、インフラは土木的なイメージが強

いので、構築環境（Built Environment）という観点からも、建築分野が含まれ

ていることを明示するようにすること、経済的視点を取り入れることの三点が

分科会を立ち上げる時点で議論された事項である。本分科会ではこれらの指摘

事項に配慮し、インフラとしての情報基盤の整備とその利活用に関する審議を

中心に活動を行った。 

 

２ 現状及び問題点 

これまでインフラといえば、ハードな社会基盤施設と捉えられることが多か

ったが、法や制度のようなソフトもインフラである。特に、インフラを構成する

土地情報、地質地盤情報、社会基盤施設情報は国民の共有財産であり、インフラ

そのものである。これらインフラの情報基盤整備の３つの目標は①データの蓄

積、②データの見える化、③情報の共有化である。戦略的にインフラの情報基盤

を整備するための技術開発と制度設計はいまだ道半ばである。情報通信技術

（ICT）を積極的に利用してインフラの情報化を産業として成り立つようにする

とともに、イノベーション戦略の方向性を早急に検討する必要がある。 

たとえば、地質地盤情報を例にとると、インフラ整備や民間建築などのために

調査されている地質地盤情報は多いが、上述の①データの蓄積、②データの見え

る化、③情報の共有化、の目標達成には至っていない。まず、インフラ整備にあ

たっては、必要な地盤調査と情報取得を行い、「設計用地盤図や報告書等」を作

成し、地質地盤情報を設計業務に十分に反映させる必要がある。また、工事発注
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のときに「設計用地盤図等」は要件として入っているが、その内容を設計業務に

十分反映させる仕組みも必要である。さらに、インフラを造るあるいは設計する

ための地質地盤情報が整理され、次世代のインフラ整備の情報基盤として利用

できるように、記録として残すことも重要である。地質地盤情報の記録と公開・

共有化が望まれる所以である。 

 

このように考えると、土地情報、地質地盤情報、社会基盤施設情報をそれぞれ

単独に扱わず、それらを総合的に考え、有機的に関係づけることの大切さが分か

る。これらの情報を統合することにより、より大きな利便性が期待できる。その

実現にあたっては、情報活用のための社会の仕組み作りや人材の育成が不可欠

である。インフラの健全化では、施設等のハードが中心と思われがちであるが、

ハードとともにソフトが重要であることを強調したい。さらに、環境との関係で

は、構築環境、自然環境、社会環境を対象に、インフラ健全化を、構築環境や自

然環境だけではなく、人間の行動を含めた社会環境にまで広げて考えたい。 

 

３ 記録の内容 

わが国の構築環境の老朽化が進む中で、国民の命と財産を護るために、インフ

ラを戦略的に維持管理することが求められている。巨大地震が切迫し、気候変動

による災害等が激甚化する中で、人口減少を視野に入れつつ、安全・安心で快

適・効率的な社会を支えるためには、次世代に続くインフラの構築が必要不可欠

である。 

情報データに基づいてインフラ健全化システムを構築する場合、インフラ整

備に関わる国、地方、民間等の主体が有するさまざまな情報を集約し、これらの

主体が情報にアクセスできるようにすることが望ましい。目的の達成にあたっ

ては、統一的なプラットフォームの構築、情報の共有・データベース化、情報の

オープンデータ化などによる一連の総合的な情報基盤整備が不可欠となる。 

本分科会では、インフラに関する情報をキーワードとして、地表面・地下・地

上と対象空間を大きく3つに分け、インフラに関する情報基盤の整備とその利活

用について審議してきたが、インフラに関する情報の整備・公開・共有化・利活

用に必要な条件についての議論は、官民学の各機関において既に進められてお

り、 

①多様なデータベースの活用と統合 
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②責任ある体制の下での継続的な管理 

③品質の保証と付加価値の付与 

④ニーズに応じたきめ細かい対応 

の4点が必要条件として挙げられている。 

 その一方で、情報そのものの精度、データベースの構築と活用、情報の継続的

な管理・運用などにおいて、情報通信技術の利用が不可欠であるとの指摘は多

い。その成果が急がれる分野として、インフラの健全化の診断・評価にAI（人工

知能）技術を用いることが議論されている。しかしながら、今期の分科会では、

インフラに関する情報基盤の整備・公開・共有化・利活用に必要な条件の審議を

中心としたため、インフラとしての情報基盤の整備とその利活用に直結する情

報通信技術の応用までは審議できなかった。 
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１ はじめに 

わが国の構築環境（Built Environment)の老朽化が進む中で、国民の生命と財

産を護るために、インフラを戦略的に維持・管理することが求められている。巨

大地震が切迫し、気候変動による災害等が激甚化する中で、人口減少・少子高齢

化を視野に入れつつ、安全・安心で快適・効率的な社会を支えるためには、イン

フラの診断・評価・維持管理の技術開発、アセットマネジメントの高度化等によ

り、膨大な数のインフラを効率的に低コストで健全化する仕組みが必要となる。  

 また、インフラの予防保全の向上と長寿命化対策のみならず、快適で効率的な

社会を支えるために、ソフト技術とハード技術の融合によるイノベーション、長

期にわたって構築環境として魅力ある空間を創生する技術も求められている。 

 このような状況に鑑み、本分科会の基本的視点では、ハードとしての構築環境

だけなくソフトとしての法や制度についてもインフラ健全化システムの対象と

すべきであるとした点と、構築環境の健全化と長寿命化にあたって、時間と空間

のマネジメントが必要不可欠であるとした点に特徴がある（図１）。 

 

 

図 1 インフラ健全化に必要なこと 

 

 本分科会では、厳密に定義することは難しい場合もあるが、地表面（大気とい

う気体のあるところの下の端の面をさす）、地下（地表面より下の部分）、地上(地

表面より上の部分)をインフラ健全化の対象空間とした。3 次元空間でのインフ

ラを主たる対象としているものの、図１に示すように、インフラ健全化システム
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